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1本 論文の趣 旨と構成
1.本論文の主 旨
交通経済学は比較優位の原則の前提条件を満たす時間的、空間的距離の克服の分析を研究
の主要な柱 としてきた.そ の中で、人々が密集 して住み、活動する都市部においては、移動
に当たっての混雑への対策が大きな課題 とされてきた。混雑は鉄道と道路では現象が異なる
が、道路の場合、時間距離が長 くなることへの弊害 が問題とされている。ただ し、論文提出
者は分析..Lのフレームを検討するに当たり、混雑の性質の違いは本質的ではないことを確認
している(第6章 〉
本格的な馬車交通の時代をほとんど経験す ることなく、徒歩交通から一気に自動車交通の
時代に突入したわが国では、モータリゼーションも欧米先進諸国より遅れてスター トするこ
ととなり、自動車交通を支えるインフラス トラクチャーである道路の資本ス トックの蓄積 も
明らかに不足 していた。わが国初の高速道路 となる名神高速道路の建設に当たって、1956年
に建設省(当 時)が そのfea§ibilitystudyを依頼すべ く招聰 した米国のラルフ ・ワ トキ ン.スを
長とする調査団の報告書は、第..二.二次世界大戦後のわが国道路政策に大きな影響 を及ぼすこと
となったが、その冒頭に当時のわが国の道路整備状況を
'lheroadsofJapanareincredibl
ybad.Nootherindustrialnarionhassocompletely
neglecteditshighwaysystem.
と綴っているが、このことに道路資本ス トックの不足が端的に象徴 されていたのである。
都市の自動車交通についていえば、道路交通研究者に語 り継.がれることとなった 「ワ トキ
ンス ・レポー ト」での警鐘もあって、自動車の走行に耐えうる道路資本ス トックの形成が強
く叫ばれたことに呼応する形で、道路特定財源制度、有料道路制度を道路政策の二本柱 とし
てインフラス トラクチャーとしての道路整備が着実に進め られてきたが、近年では限 られた
fit空間の中ではそれも物理的に困難な状況 ともなってきた。それでも道路混雑は依然 とし
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て続いているという実情か ら、今日は新設を中心 とする道路整備 による供給対策よりも、需
要管理対策が主流 となる時代に移ってい.ると捉えら.れるの.である。論文提禺者の基本認識は
ここにあり、そのための有効な対策を考察するのが本論文の大きな目的となっている。
既存ス トックの活用に関 しては、道路利用に料金を課すロー ドプライシングの研究が以前
から行われて きた。旧くは理論的にはA.c.Pigouの「厚生経済学』(第.1版〉、政策論的には
英国の 「ス ミー ド・レポー ト」(1964年)にその端緒 を見出す ことがで きる。かつての、道
路をは じめとする交通施設に対 しての最適な価格形成の実践 は、理論的にはともか くも物理
的に不可能であるとされていた議論は、あくまでも過去の技術水準 を前提 とした場合のもの
となっている。実際問題 として、.活用 して.いる技術にご.そ差はあるものの、近年ではロー ド
プライシングが政策として実行 されている都市が少なからず見出せるようになっているので
ある。このロー ドプライシングの実践 に、時刻(い つ)と 空間ないし地点(ど こで)の 双方
を組み込むことの必要性を説 くことが本論文の基調となっている。その具体的方法論として、
従来の交通経済学の手法だけではなく.、都市活動の効率化を扱う都市経済学の手法を活用す
べ きであるというのが論文提出者の基本認識であ妖 交通経済学に加え、都市経済学の視点
に立っての理論的、実証的研究が試み られてい ることが、本論文の大きな特色となっている。
都市空間の有効活用のためには、道路利用の適切な価格形成 こそが論 じられるべきであると
いう視点を口7i能な限 り具体的に反映 しての ものである。
論文提出者がこれまで学んできた交通経済学では、都市活動の効率化に関する研究が明示
的に行われて きたのかといえば、必ず しもその限 りではない。それに対 して、都市経済学は
都市の.:L地利用の効率化の研究 を主たる目的とする立場にあり、研究成果 も多く出されてい
る。.と.はいえ、その半面で交通の諸問題について.は大胆な抽象化が行われている。都市経済
学研究では、個人の立地の最適化に対 しての制約 として交通費用を扱 うこと.から、交通の分
析が重要な位置を占めている。そこで、本論文では交通経済学、都市経済学の隔たりを解消
し、双方での研究成果 を提出者な りに活用 ・.発展 させることによって、今後のわが国の道路
交通政策が目指すべ き方向が論 じられている。加 えて、論文提出者の設定によるロー ドプラ
イシング構想を裏付けるため、可9GなRteりの実証分析も具体的に行われている。このような
試み、成果は、少なくとも現在 までの 日本交通学会では皆無ではないものの、実質的にはほ
とんどみられていないので、 この点でも本論xの 学.会に貢献するところは大 きいものとされ
うる。この種の研究が交通経済学か ら都市経済学、 さらには地域経済学、ilPJ経済学へ と拡
大されていく時代にあって、本:論文はその重要な..一角 を占めるものと解釈 され うるのである.
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2.本論 文の構成
8章から成 る本論文の構成は以下のとおりである。
1.都市における道路混雑 と経済損失の現況
1.1都市の道路混雑の現況
1.1.1わが国の都市における道路混雑
1.1.2わが国の都市における混雑データの整理
1.2都市の道路混雑による経済損失
12,1混雑外部性と経済損失
1.2,2燃料 ・油脂等の消耗品の消費量の増加による経済損失
1.2.3旅行時間の延長に伴 う経済損失
1.2.4環境質の劣化に伴 う経済損失
1.3まとめ
2.都 市の道路交通 と都市経済学
2.1都市経済学 と交通
2,1.1立地 の最適化問題
2.1.2交通改 善の規模 と都 市人 口移動 の自由度
2.1.3交通 用地 と一t地利用
2.1.4土地利 用 を最適化す る混 雑課金 と道 路容量の決定 問題
2.1.5課金 あるいは道路容量 の設定 に制約 が存在す る場合
2.is都市経 済学 の基本モ デルの課題
2.2容量 一定の 下での混雑課金
2.2.1都市の道路 交通 に対す る交通経済学 の 目的
2,2.2ADLモデル
2.`L.3ADLモデルの空間的拡張
2.3ま とめ
補 論z-i2地 点 のBortleneck候補 にお けるbottleneckの実現可能性
補 論2-22番 目以降の課金 ポ イン トにおけ る出 発時間帯 の包含関係
3.道路の価格形成理論の政策応用
3.1都市経済学 と交通経済学における道路の価格政策の対比
3.1.1道路の非市場的性質の概観
3.1.2道路に対する交通経済学の分析
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3.1.3交通経済学 にお ける投 資財源の整理
3.1.4投資財源論 と都 市経済学
3.2都市の効率性 を考慮に入れ た価格 形成政策 に対 す る都市経 済学の知見
3,2.1コー ドンプ ライシングと立地 ・時刻の把握 可能性
3,2.2駐車場 課金
3.2.3ナンバ ープ レー ト規 制 と通 行権取引
3.3情報 通信機器 を用いた(対 距離)課 金
3,3,1GPS(対距離)課 金 の概要
3.3.2都市経 済モ デルお よびADLモ デ ルとGPS(対 距 離〉課金
3.3.3GPS(対距離)課 金の政策上の 課題
3.3.4GPS(対距離)課 金の まとめ
3、4九州4都 市への コー ドンプライシ ングの適用例
3.5ま とめ
」
4.道路投資政策の理論的考察
4.1投資効果の把握に関する交通経済学 と都市経済学の対比
4.1.1交通経済学における投資効果の整理
4.1.2都市における交通経済学の費用便益分析(投 資効果の計測〉と都市経済学
4.2投資基準に関する交通経済学と都市経済学の対比
4.2,1交通経済学における投資基準の整理
4.2,2現実の費用便益分析(投 資基準〉 と都市経済学
4.3まとめ
5.わ がuの 都 市の道路 投資の現状
5.1都 市内の道路投資の 費用便 益分析(費 用便 益マニ ュアル)
5,1.1費用便 益分析マニ ュアルの基礎情報
S.i.2交通流 の推 定
5.1.3便益 の推 定
5.1.4費用 の推 定
5.1.5費用便 益分析
5,2費用便 益マニ ュアルの課題
5.2.1交通流推 定の問題点
5.2.2便益推 定の問題点
5.2.3費用便 益分析の問題点
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5.3応用都市経済モ デル によ る推定
5.3.1応用都 市経済 モデルの概 要
5,3.2応用都市経済 モデルの課 題
5.4ま とめ
6.道 路交 通市場 の外か らの制約
6.1都 市の各モ ー ドの価 格形成
6.1.1ADLモデル と軌道 系交通
6,1,2混雑の存在 す る軌道系 交通の最適運賃形成
6.1.3大量輸送機 関(公 共交 通)の 価格形成
6.1.4他のモ ー ドの価格形成 に歪みが あ る中での道路課金 の考 え方
6.2交通市場以外 か ら受 ける制約 と道路交 通政策
6.2.1住宅等建物 の耐久性
6.2.2既存の環境 規制
6.2,3通勤費補助
6.2.4物流
6.2.5公平性 の担保
6.3ま とめ
7.価 格形成 と投 資の..体化 に向けて一 道路政策 の効率化 に向けた各国 の動向一
7.1諸外国 にお ける都市の道路交通効 率化の施策の概要
7.2都市 内課金 の理論 的成功例 と実 行上の課題
7.2.1ストックホル ム(ス ウェーデ ン)
7.2.2ロン ドン(イ ギ リス)
7.3都市 内課金 の理論 的失敗例 と課題
7.3ユニュー ヨーク(ア メ リカ)
7.3.2マンチ ェス ター(イ ギ リス)
7.4ま とめ
8.これからのわが国都市の道路交通政策
8,1都市の道路交通政策の方向性
8.2政策実施に係 る課題 と対応策
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II本論文の概要
本論文の概要は大要以.Fのとお りである。
:本論文での考察の基本的な流れは、都市の道路混雑及びその経済損失をデータで確認する
こと(第1章 〉か ら始め、道路サービスの価格形成理論(第2章)、 道路投資、土地利fH効
率化の理論(第4章)を 二つの柱 として、理論的考察を試み、それぞれの政策への適用(第
3章、第5章)を 検討 し、交通市場外か らの制約の検討(第6章)、 諸外国の事例分析(第7
章)を 行った上で、政策提言を行 う(第.8章).というものである。
第1章 は現状把握として都市道路の混雑状況を地域別データで確認、その経済損失 を論 じ
たものである。大都市圏としては東京都、大.阪府、.愛知県の自動車保有台数、人口、道路率、
道路延長の時系列データを図示 した上で、.首都圏、.京阪神圏、中京圏の鉄道(地 下鉄、私鉄、
JR)、バスの営業キロ数、輸送量を同様に図示、 さらに三大都市圏の自動車走行台キ ロの推
移を示 している。なお、東京都に関 し.ては、主要道路での時間帯別旅行時間を分析す ること
で、時間帯に応 じた混雑状況の観察 を行っている。
地方都市 としてはそれ らが属 し、データが入手可能であった九州の福岡、熊本、鹿児島の
3県について同様の整理を試み、実態の把握を行.っている。
観察の結果として、大都市圏では平成 になってか ら、道路投資量 と交通需要量のかい離が
見られ、地方都.ifiでは交通量の増加は見 られるものの、それは複数台保有が原因であ り、人
口が減少に転 じている現状 を考慮すれば、将来的には交通需要の停滞及び減少の可能性 が高
いとする。この ことから、無条件での道路投資が混雑に対する最善の処方箋 とはいえなくな
りつつあるが、道路混雑は依然 として存在するため、需要管理対策が必要であるとする。そ
の具体的な手段は課金 となるが、混雑が一様ではないという上記の観察結果から、時刻(い
つ〉、空間ないし地点(ど こで)に 応 じた実施が必要であることが指摘 されている。 このこ
とは第2章 以下で改めて確認、検討 されることとなるが、本論文での核心的視点とされる。
経済損失については走行費用 ・走行時間の増加、環境負荷の増大として、その把握への接
近が試み られている。走行費用が仮想的に10km/h上昇 した場合の節約額 として、東京特
別区で824万円/日 、大阪市で216.万円/日 、名古屋.市で309万円/日 と推計 されてい る。
ただし、この推計値は想定 した走行時間の上昇の可能性から過小であるとも推論されている。
走行時間の節約額 は所得接近法により.全国で12兆円/年 とされている。環境費用に関 して
は、貨幣換算が困難であることから、環境基準 との関連からの整理が試み られている。.二酸
化窒素 ・光化学オキシダン ト・騒音が自動車交通の外部性の大.きな項 目と位.置付けられた。
わが国では計測..ヒ利用.可能なデー タが十分に整 えられているわけではないことを考慮 すれ
ば、この整理にも現実的な意義が見出 しうるものである。
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第1章 での現状把握は第2章 以下での検討のベースとなるものであり、理論と現実の橋渡
しとしての役割を演 じている。
第2章 では、交通 と密接な代替関係にある立地の問題 を合わせて、効率的利用に関する理
論的考察が行われている.都.市経済学での基本的成果であるHerbert-StevensModel(以..ド
HSモデルと略称)を ベースに、混雑外部性を組み込んでの拡張が紹介 されている。HSモデ
ルの概要が、任意に固定 した目標効用水準に対して、社会の余剰の総和の最大化をもたらす
各地点の均衡地代、一人当たりの土地の広 さ及び人口、都市の外周地点、交通容量(交 通用
地の量)、locationtax(混雑税)、人頭税を解 として与え得るもの とまとめている.こ れを交
通混雑を含めるという意味で拡張(以 下拡張形を拡張HSモ デル と略称〉す ることによって、
外部性が存在する中での土地の最適利用が説明され うるとい.うのがHerbert-Stevensの解釈
である,基本モデルから拡張モデルへの解説を綿密に行い、都市の土地利用の効率化は、①
各人の立地地点とその地点か ら都心 までの各地点の混雑度に依存 したPigou税を徴収するこ
と、②各地点で生 じた税収を当該地点の道路容量の拡大投資に用いることでもた らされる、
との結論を導いている。その一方で、拡張HS.モデルには、都市構造 を変え得 るような道路
投資の実行可能性、「時刻 」の捨象といった課題があると指摘 している。
そこで論文提出者は都rfiの道路交通の分析に必要 なツール として、「時刻」 と 「空間」を
捨象 しないモデルが必要であるとして、道路投資を前提 としない、すなわち施設規模一定の
モデルとして、目標時刻がある通勤交通を既存施設容量の...ドで効率的に再配分する課金モデ
ルとして開発された(Arnott,dePalma,LindseyModel、以下ADLモデルと略称)の 空間的拡
張を試みている。その結果、.都市内の各地点の混雑度(通 過台数/交 通容量)に 依存 した各
地点での渋滞の発生条件が明 らかにされ、その解消(余 剰の最大化)の ためには各々の渋滞
発生地点での混雑度に応 じたADL課金が必要であること、ただ し道路利用者は出発地点か
ら直近の渋滞発生地点で1回 だけ課金 されればよいことを明らかにしている。
これを受けて第3章 では、従来から交通経済学で提案 されて きた需要管理(価 格形成)政
策に対 して、第2章 での検討 を用いての評価が試みられている。評価の基準 として、土地利
用の効率化を意図 した拡張HSモ デルと、土地利.月.1は一定 としたADLモデルの空間的拡張
モデル(以 下拡張ADLモデルないしADL空間モデルと略称〉.を熔いている。課金に必要な
情報は、前者では各人の立地 と各地点の混雑度、後者では立地(当 該立地が渋滞発生地点よ
り都心側か、郊外側か)と 移動時刻である。課金等の政 策の手段 として、租税(自 動車関係
諸税)、都.市の外周部に料金所 を設置するコー ドンプライシング、駐車場課金、ナンバープ
レー ト規制、ナンバープレー ト規制十利用権取引、GPS(対距離)課 金を想定 し、評価基準
モデルでの含意を検討 している。このうち、租税、ナンバ ープレー ト規制については両拡張
モデルによる.評価はともに.含意なし、駐車場課金、ナンバ ープレー ト規制十利用権取引につ
いてはADL空間モデルでは含意がないわけではないが、前者では最混雑地点が都心近傍の
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場合のみ という意味で限定的、後者ではほぼ実行不可能 という点で極めて薄い、HS拡張モ
デルでは双方の手段 ともに含意なしとされた。残 るコー ドンプライシングではHS拡 張モデ
ルでは立地及び混雑度の情報が粗 いとい うことか ら含意は薄 いが、ADL空間モデルではコ
ー ドン.の設定場所 と価緕設定が適 切な らば十分な含意があると.され、GPS課金については
HS拡張モデルでは十分な含意あり、ADL空間モデルでは含意はあるが過剰な技術の点で問
題ありとされた。 これらの検討から、論文提出者はわが国をはじめとする先進国の都市の道
路混雑に対処する目的からは、多くの場合でコー ドンプ ライシングの応用が適切であると結
論付けている。
さらに、実証分析 として九州の4都 市( .九州に.おける都市人口の上位4都 市でもある福岡
市、北九州市、熊本市、鹿児島市〉での主要国道を対象に、平成17年度の道路交通センサ
ス ・データを用いてコー ドンプライシングでの望ましい課金ポイン トの設置点が示 されてお
り、現実面との接近が図られている。
第4章 では、道路投資政策の理論的考察が行われている,道 路ネットワークが完成 しつつ
ある都市においても、現時点で道路投資が不要 というわけではない ことか ら、第2章 で検討
されたHS拡 張モデルにおける投資の考 え方は都市の道路交通政策に対す る含意を有す ると
している。この認識か ら、交通経済学における道路投資の考え方を都市経済学、この場合は
HS拡張モデルの観点から評価することが試み られている。
交通経済学における投資研究手法をレビューし、その問題点として限界的な分析ではない
こと、外部不経済を反映 しないことによる最適 とのかい離があること、 さらに便益の主要部
分を占める時間評価値には全国一律の所得接近法によるものが用いられていることを指摘 し
ている。 これらへの対応 と成すべ き今後の改善点 として、限界的な分析、時間費用に関する
説得的な計測手法の確立.が必要であることを提唱 している。
第5章 はわが国の都市における道路投資の現状を考察するもの.で.ある。近年、公共プロジ
ェク トに費用対効果分析による評価が要請されているが、道路投資の分野ではいち早 くこの
分析が取 り入れられてきた。その客観性 を広く担保する.上で2004年以降国土交通省道路局、
都市 ・地域整備局により費用便益マニュアルが作成 されるようになっているが、論文提出者
はこれは道路利用者の最適化行動 を無視 しており、経済学との不整合が極めて大 きいと批判
している。その具体的論拠 として、投資効果は個々の行動変化の集計 としての総体変化 とな
るが、マニュアルではアンケー ト調査 をベースに総体変化を個別の変化へ落とし込んでいる、
さらに総体変化についても適.切な推定とは.GYい難い点を挙げている。
このことから、都市経済学 と論理整合的な便益評価モデルである応用都市経済モデルに注
琶している。同モデルでは交通費用の変化が土地利用均衡に与える影響が算品で きる工夫が
なされており、既存の手法ではア ドホックにしか求めることができなかった投資便益の転移
についても、モデルの中で求めることが可能 となっているからである。一方、このモデルは
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確かに理論的には精緻化 されたものであるが、計算一Lの仮定 をおか ざるを得ない、また仮定
をおいても計算量が膨大となるという側面 も同時に抱えている。 さらに、便益推定に関して
は従来の時間価値に依存 しているという問題点 もある。
これ らを勘案 して、論理整合性には問題はあるものの、費用便益マニュアルにも維持.更新
期 にある道路投資とい う現実的側面か ら一定の評価 を.与えることも行っており、そこでの
個々の手法の改善を図るとともに、プロジェク トの性質に応 じた推定方法の選択が必要 とな
るとしている。現実と密接に関連 した対象を究明すべきである交通研究の出発点からの推論
であろう。
第6章 は軌道系交通など道路交通 と密接 な関連のある市場を考慮に入れた検討を試みたも
のである。そこには、他の交通機関、とりわけ公共交通機関では、その運賃が混雑 を反映 し
たものとなっていないことが、道路交通サービスの価格形成に制約となっているとい う論文
提出者の問題意識がある。この ことをは じめとした諸々の影響を加味 した需要管理政策の検
討が必要であるとするものである。道路交通政策において制約 となる他の要因として、建造
物の耐.久性、環境基準、通勤費補助、物流、公平性、を挙げて検討が試み られている。道路
交通政策を論ず るに当たりこれ らの制約抜 きに考察することは極めて非現実的であるだけ
に、論文提出.者の着眼と検討は実証分析に結びつける上でも有用である。
道路交通と代替的な公共交通に関 しては、まず混雑の性質の違いを検討 し、既存研究の成
果を活用することによりそれは本質的ではなく、 したがって混雑に対 しては道路 と同様に扱
うことが可能であることを確認 している.ま た、現実的制約から他の交通機関の価格形成 を
所.与とした場合には、全体 としての移動の効率性を改善するために、非効率的な交通機関か
ら効率的な価格形成が可能な道路へ と利用者を誘導するよう、ピーク時間帯前後で道路交通
への補助が望 ましいケースが指摘 され うるとしている。
建造物の耐久性に関 しては、その不.可逆的性質からネッ トワークの構築期では制約 となる
が、完成期では混雑対策の大 きな制約とはならないとしている。環境基準につ いては、すで
に多 くの環境規制が実施 されているため、土地利用を変更するような混雑対策 は実施が困難
であるが、土地利用一定の下での混雑対策であれば制約とはな らないとしている。わが国特
有の制度でもある通勤費補助は土地利用を歪める可能性が高いことから、本来的には制度の
廃止が望 ましいとしなが らも、わが国の通勤費補助は利用時刻ではなく通勤距離に依存 して
給付 されているため、土地利用.一定の一.Fでの時間変動課金であるADL課金は相対的に影響
を受けにくい可能性があることを指摘 している。都市内物流では基本的に トラック以外の代
替的.手段が存在 しない こと、荷主に対 して物流事業.者の市場競争力が弱4>こと等から、課金
による影響をより強 く受ける可能牲があるため、少なくとも短期的には トラック事業.者の負
担軽減が必要であるとしている。これらとは幾分次元が異なるものが公'f性である。初期賦
存量の相違による鯛人 ごとの所得の偏 りが立地の自由度や選択可能な交通手段 に影響 を与 え
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るため、社会的な再分配が望まれるという点で公平上の課題がある。その一方で、施設一定
のADL課金は配分方法の変更に伴 う.反発を抑 えられるものであり、土地利用一.・・定の下での
混雑対策であれば制約 とはならない.可能性があることを指摘 している。
第6章 の まとめとして、先に指摘 した道路交通サービスでのピーク時間帯前後には代替交
通機関より価格が低 い時間帯を設けることの望 ましさ、長期的には道路交通以外の交通施設
や密接に関連する領域 での市場の失敗への補正について、実行可能な方策を検討することの
重要性、特に課金 と直接的関わりをもつ物流効率化施策の優先的実施の必要性を指摘 してい
る。
第7章 は、価格形成 と投資の一体化を検討すべ く、道路政策の効率化に向けた各国の動向
を、理論と制度設計の整合性 を検証する.という視点で綴ら.れている。検討対象都 市として、
道路ネッ トワークが完成 に近い代表例であるス トックホルム、 ロン ドン、ニューヨーク、マ
ンチェスターを詳細に扱 っている。加えて、ロー ドプライシングを実行中のロン ドン、シン
ガポール、ベルゲン、オスロ、 ス トッ.ク.ホルム、.ミラノの6都 市、検討中のスウェーデン
(大型貨物車対距離課金)、オ ランダ(対距離課金〉の2力 国、.断念 したニューヨーク、マン
チェスター、エデ ィンバ ラの3都 市については、導入の背崇 ・経緯や導入0)際に用いたデー
タ等、課金.スキーム(目 的、対象、額、方法、料金収入の使途)、導入か ら現在までの変遷
とその背景、課.金に対す る評価の各項目.(検討中の2力 国については課金に対する評価の項
目はなし)を2009年1月1日時点として一覧表(表7-1～7-3)に まとめている。これ
ら.一覧表に盛り込 まれた情報量は極めて豊富であり、わが国でめロー ドプライシング政策を
検討する.上でも、利用価値の高いものであ.る、,
論文提to者の提唱する時刻 と空間の差別の導入と.現実の政策 との関連から、時刻差別にっ
いては、①多くの都市で差別の刻みが粗いこと、②ス トックホルムではその刻みは細かいも
のの、課金額の変化率が適切ではない可能性が暗示 されること、空間差別 については、コー
ドンの設置個所数の不適切性が疑われるケース(マ ンチェスター)も あるが、多くは適切で
あることを推論している。これ らのことから、空間差別より時刻差別に課題が多いとしてい
るが、その背景に時間費用の推計が関係 していると考え、時間費用の精度の高い推計を論文
提出者自身の今後の研究課題であるとも位置付 けている.。
第8.章は本論文の結論の章であるう.まず、第1章 か ら第7章 までの研究内容の総括を行っ
ている。その上で道路ネ ットワークの整備状況の観察、検討結果から、今 日は投資より需要
管理の時代に移っていること、その際、必要 とされる道路投資は適切な価格形成 を前提に判
断すべきことを再確認 し、今後のわが国の都市道路政策につい.て
① 価格形成 ・投資に不可欠な時間費用の推定 を適切に行うこと
② 技術革新の成果である電子課金を活用 して、可能な範囲で差別を細かく行うこと
③ 課金上の制約を代替交通機関の運賃等を考慮 して、制度設計に組み込むこと
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④ 課.金により経済厚生が劣化する道路利用者 に対 して、適切な補償措置を講ずること
の4点 を提唱 して、本研究のむすび としている。
皿 審査結果
本論文の審.査結果は以下のとおりである。
1.本論文の長所
本論文には次のような長所が認められる。
(1>本論文はネッ トワークが完成 しつつある都市の道路政策ゐあり方について、情報通信機
器の普及という現実的側面を考慮に入れて、都市空商の効率的利用における道路サービ
スの価格形成 を論 じようとする明確な問題意識に基づき、理論的、実証的研究を試み た
ものであり、その内容は精度の高いもの となっている。
(2)その際、交通経済学の手法に加えて、都市経済学の手法を積極的に取り入れた考察 を行
っているが、これか らの交通サービスの価格形成政策、投資政策を広範な観点か ら論理
整合的に論ずべきであるとするこの種の研究分野で、交通経済学から都市経済学、 さら
には地域経済学、T間 経済学に拡大 して検討 を行 うべきだとされる時代の動向に沿 うも
のとなっている。現段階でこのような成果は日本交通学会では実質的にほとんど生み出
されていな.いので、本研究は十分な評価に値するものである.。
(3).具体的には、経済学の.手法 を現実の交通分析に適用す ること.に鋭意留意 し、定評ある既
存研究の成果を活用している..。道路.サ{ビスの価格形成を論ず るに当た.り、時刻(い つ)
と空間ないし地点(ど こで)を 捨象 しないモデルの重要性 を指摘.した....ヒで、本研究のべ
一スとなる既存モデルの拡張版を用いることによって分析をしているのが本論文の大 き
な特徴となっている。 さらに、時刻 と空間ない し地点を組み込むごとの必要性を現実の
データを分析することで確認 していることから研究結果の説得性が高め られている。
(4>わが国でのロー ドプライシング政策として、 コー ドンプライシング0)適.用を説いている
が、その背景となる理論はもとより、諸外国での教訓から示唆に富む提唱を行っている。
本研究でのわが国の政策論議へのインプ リケーシ ョンに..卜.分留意 した成果となってい
る。
2.本 論 文 の 短 所
その一方 で、本論 文には短 所,問:,が ないわけでは ない。
(1)本論 文提 出者 が理論 研究 の ベ ース と して い るHSモ デル 、ADLモ デル は それ ぞれ1960
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年、1990年のものであり、その後の研究者がこれ らモデルの拡張の試み、技術革新を考
慮 した上での適用可能性への評価をどのように行っているのかに考察の余地が残 されて
いる。
② 本研究 をさらに精度の高いものとす るには交通費用関数、とりわけ時間費用の推計が必
要で あるとされているが、そのための基礎データとして現実的にどのようなものが要請
され るのか、推計に向けての提出者自身の着想は現段階でどのようなものであるのかに
ついて示 しておく必要があった。
(3)実証研究 に留意しており、基礎データの制約はあるものの、理論研究との対応に一一層留
意すべ きであるという要望が否定できない。
3,結果
本論文提 出者は早稲田大学商学部生であったころからロー ドプライシングに関心を寄せ、
その研究 に従事 してきたが、本論文はそれを2003年4月に早稲田大学大学院商学研究科に
進学以来、鋭意発展 させてきた成果であり、優れた内容 となっている。本論文には上記の問
題点が残 されてはいるものの、提出者の持ち続けている学問に対する斬新な問題意識、 日頃
の真面目で意欲的な研究姿勢からすれば..・卜分に克服 され うるものであり、要望点は本論文の
学術的価f直を何 ら損なうものではない。
本論文は2010年1〔}月に早稲田大学大学院商学研究科 において博.士学位論文の審査要件 を
充足 していることが確認.され、その受理が決定 された。その後--月の公開報告会、審査員
による予備審査会、最終面接においても優れた成果であると判定 された。提出者橘 洋介は
2006年4月に早稲田大学商学部助予、2069年4月に岡助教に嘱任.されて以来、勤勉に業務
に従事、専門英語講読の講義に当たってきた。また、その間 日本交通学会、応用地域学会、
日本経済学会で研究報告を行っており、新進気鋭の研究者 としての期待 も集めている。
以上の審査結果に基づき、本論文提 出者橘 洋介は、「博士(商 学〉早稲田大学」の学位
を受ける十分な資格があると認められる。
2011年1月24日
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